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Introduction

真のデータ利活用によりデータドリブン経営を
実現するアーキテクチャの要点

変化の激しい経営環境において、データ活用を目的にDWHやBIなど多額
の投資が行われているものの、まだ目に見える十分な成果があげられている
とは言いがたい。デジタルを武器にデータをビジネスに役立て、データを活用
した意思決定の高度化を進めるためには、ITシステムとしてのデータプラット
フォーム導入ではなく、データ活用のための意識や文化を社内全体に浸透
させるための包括的な態勢整備が急務となっている。
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データを組み合わせ新しいイン
サイトや価値を導き出すデータ
の目利き力が企業価値の向
上につながる
はじめに

IT・デジタル化が進み、さまざまな情報がデータとな
り流通している。その量は加速度的に増大し、いた
るところで蓄積されている。蓄積が進んだデータから
は、情報源となる業務システム、機器や顧客など
の状態がわかるだけではなく、他の情報と組み合わ
せることで、業務上の非効率、機器のトラブルや顧
客の離脱要因といった、隠れた課題や機会を把握
できるようになる。さらにAIや機械学習といった技術
を重ねることで、将来予測も可能となった。情報は
価値を秘めた資産となり、そこからいかに価値を引
き出すかに多くの企業が試行錯誤しながら取り組
んでいる。

近年のCOVID-19や世界的な政治・経済情勢の
変動により、過去数十年間、企業の経済活動や
交流の増加を促進してきたグローバリゼーションのリ
スクや脆弱性が露呈し、グローバルなヒト・モノの物
理的な移動が減少してきている一方で、情報・デー
タの流通は逆に加速している。例えば出張のような
物理的なアクティビティは、オンライン会議やビデオ
による視察で実現できるようになった。また、ハード
ウェアの部品交換が必要だった場面も、ソフトウェア
のアップデートによって取り扱われるようになってきて
いる。このように、物理的な制限がある場合でも、
ビジネスの活動はデジタルの領域で続行され、仮
想空間でのデータのやり取りで代替されるようになっ
ている。

この新たな時代におけるデータ活用については、両
極化している。大手のプラットフォーマー、例えば
GAFA（Google、Amazon、Facebook、Apple）や
BAT（Baidu、Alibaba、Tencent）は、あらゆる活
動をデータとして把握しつつある。ひょっとするとこれ
らのプラットフォーマーを追随しようとする企業もある
かもしれないが、先行者に囲い込まれた牙城を崩
し、収益につながる規模を確保できることは困難と
言わざるを得ない。また、これらの巨人たちの影響
力はその大きさゆえに規制の対象ともなってきてお
り、プラットフォーマーとして新たに参入し、データを独
占することを目指すことは非現実的である。
むしろ、多くの企業にとっては、様々な情報源から
データを組み合わせ、新しい価値を生み出すことが
重要である。そのためには、「データの目利き」が重
要なポイントとなる。これは、情報の海から最も関
連性の高いデータを見極め、それを利用して有効な
意思決定を行う能力を指す。

このような背景から、データを価値ある資産として捉
え、適切に活用するデータドリブン経営が求められ
るようになった。データドリブン経営は、「データをもと
にした経営」を意味する経営用語で、これまでのよ
うな経験や勘に頼るのではなく、収集・蓄積された
データの分析結果に基づいて戦略・方針を策定す
ることを示している。データドリブン経営では、ITツー
ルを活用しながら収集したデータを適切に分析して
いく必要がある。そのためには、これまで紙媒体で
保持していた情報のデジタル化や社内のデータ分
析基盤の整備を行い、効果的なデータ分析ができ
る状態にすることが不可欠となる。

ここで、データ活用のイメージをもつため、データ活用
の必要性を認識し、それに取り組む具体的なユー
スケースをあげておく。

ケース1：外部からの要求への対応

2020年3月期より、有価証券報告書における記
述情報の開示の充実に向けた取組みが本格化し
ている。このような規制当局、投資家や顧客の期
待など、外部からの要求に対して、企業はデータ利
活用を本格化する必要がある。具体的には、報告
書への事業リスクの記述充実化のために事業リス
クの数値化（デジタル化）や、各組織・事業間の
データの横串連携が求められ、常に最新の情報を
経営層に提供する体制を目指していくことが不可
欠となっている。

ケース2：経営ダッシュボードの実現

不確実性が高まる経営環境下で、ファクト(=デー
タ)に基づいて意思決定を行うアプローチと同時に、
データのリアルタイムな収集とその可視化は競争力
の源泉となる。そのために、企業は財務データだけ
でなく、非財務データや、外部データも含めた多岐
にわたるデータを活用し、様々なリスクシナリオを考
慮し、経営判断に必要な各種指標値を把握可
能とする経営ダッシュボードを構築することで、タイ
ムリーな経営判断を可能としていけるようにすること
が重要となっている。

ケース3：KPIの定義とアクションの実施

データ収集だけでなく、そのデータを基にKPIを設定し、
経営アクションに結びつける取り組みが求められる。
このために、異変を早期に察知するためのしきい値
を定義し、全社共通のプラットフォームを整備するこ
とが重要である。また、KPIを定義する際は、業務の
実態や戦略的な目的を反映させることが不可欠
である。

データを活用した戦略策定アプローチ

従来、多くの日本企業では、意思決定は経験や
主観に基づいて行われてきた。人海戦術で年単位
のデータを集計し、経営企画部のスタッフが数週間
かけて、過去の情報に依拠しつつ戦略を練るケース
が多い。しかし、現代の高速なビジネス環境におい
ては、このようなアプローチで検討した戦略は意思
決定の段階で陳腐化する。これからの時代におい
ては、不確実性に対応した複数のシナリオを予測
し、意思決定し、さらにその結果をデータで可視化
しながら継続的にアクションを調整していく、という
アジャイルな戦略策定や意思決定プロセスへのシフ
トが求められる。担当者の経験に基づく、恣意性
も含んだ要素抽出と推測というアプローチから、デー
タに基づき価値あるインサイトを導出し、高頻度か
つ短サイクルでビジネスをアップデートしていくアプロー
チへと変えていくことが不可欠になってきている（図
1参照）。

このアジャイル型の戦略策定アプローチを成功させ
るためには、データの収集と分析の仕組みを整える
だけでなく、本質的かつ有効性の高いデータを正確
に見極めることが肝要である。企業が過去のデータ
だけをもとにした分析のみを行うのではなく、企業
外にあるさまざまなデータも組み合わせて活用し、
先を読みアクションを取るというフォワードルッキング
なアプローチが求められる。
データを組み合わせることで新たな価値が生まれる
ことを意識し、異なる情報源からのデータを組み合
わせることで、新しいインサイトや価値を導き出すこ
とができる『データの目利き力』が企業価値の向上
につながる。
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図1：データ活用アプローチ
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ビジネス価値創出につながる
データプラットフォームのあるべき
姿を定義する
データプラットフォームにおける課題とあるべき姿

ここから、データ分析基盤の整備の観点で、従来の
日本企業における課題と、あるべき姿について述べ
ていく。

①従来システムのデータ活用における課題

従来は、システムごとにデータが点在しており、把握
できる活動は一部の事業や業務にとどまるほか、
企業全体のポートフォリオが把握できず、適切でタ
イムリーな意思決定が困難なものとなっている事が
多い。具体的には、各システムにデータが点在して
いること、データの意味定義・マスタデータがシステム
毎に事なること、ファイルによるデータ連携により、リ
アルタイム性が欠如していることや、データの視える
化については、巨大なおばけエクセルやアクセスによ
るローカルでのデータ集計となっていることが多い
（図2の左部参照）。

これらにより、計画を実行へ落とし込むことや、その
計画に対する実績のモニタリングや分析ができ無い
という課題、業務とシステムの個別最適化となって
しまい全社横断的な視点でデータを捉えることがで
きないという課題、業務の属人化によって集計作
業に時間が掛かりタイムリーなレポーティングができ
ないという課題や、コーポレートが、グループ子会社
や事業部からデータを収集・分析する仕組みがな
いという課題が顕在化していることがほとんどである。

②日本企業でよくある取り組み

日本企業においてデータ活用を進めようとした際に
データプラットフォームの導入案件でよく見られるの
が、ストレージベンダーやBIツールベンダーの提案して
くるソリューションをそのまま採用する形での、全社の
データを集めてくる巨大な全社データベースやデータ
ウェアハウス（DWH）という仕組みの構築である。
具体的には、まずデータ分析やレポート要件に合わ
せたデータ項目のリストアップを行い、全社データ
ベースやDWHのデータ構造を定型フォーマットのテー
ブル構造として定義し、データソースとなる既存シス
テムからテーブル構造に合わせバッチ処理にて前処
理を行いデータを収集するという仕組みを作るもの
となる（図2の中央部参照）。

このような仕組みでは、都度テーブル設計やBI画面
の開発が必要となるため必要なときにタイムリーに
データ活用を推進できないという課題や、システムご
とに異なるデータの意味定義を解消できないため大
量のデータを集めたにも関わらず活用できないという
課題、そして、個々のシステムからは登録用のテーブ
ル構造に合せて集計データのみ連携する事になり
がちでDWH内で詳細データがないため詳細分析に
つながらないといった課題が発生する事が多い。

オンプレミスのDWHシステムは、その殆どが固定的
なレポート帳票をBI画面で構築し、その帳票に必
要となる項目に従って固定的なテーブル設計を行う
アプローチで構築されており、ITベンダーによるシステ
ム構築にかかるコストを増大させる要因となる他、
変更容易性に欠けるため、デジタル時代に求めら
れるさまざまなデータをかけ合わせるというデータ活
用アプローチにおいては不向きである。

③目指すアーキテクチャ

企業内外にあるさまざまなデータを組み合わせて
データ活用を行うために望ましいデータアーキテクチャ
は、データファブリック・アーキテクチャである。これは、
従来の個々のデータベースやDWHとは異なり、複
数のデータ環境間でデータの流動性を高めること、
つまり、大きな全社データベースや全社DWHにデー
タを集め、データのサイズが大きくなるにつれてデータ
を移動・変換・集積することが複雑になり、データ活
用そのものが困難になるという課題に対処すること
を目指したアーキテクチャである（図2の右部参
照）。

データファブリックアーキテクチャの特筆するべき特徴
は、メタデータとAIを活用して関連データを発見する
ことに重点を置いていることにある。1つ目にはデータ
民主化を進めるため、データサイエンティスト等のテ
クニカルな人材以外でも業務ユーザーがデータにア
クセスできる仕組みとする。2つ目に、メタデータ管
理や機械学習を用いて、サイロの解消、データ・ガ
バナンス手法の一元化、全体的なデータ品質の向
上を実現できる仕組みとする。3つ目に、多くのデー
タ・ガバナンスのためのガードレールやアクセス制御機
能にて、特定のデータが特定の役割の人にだけ利
用可能になる状態を確保し、優れたデータ保護を
実現できる仕組みとする。
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図2：データプラットフォームにおける課題と目指すアーキテクチャ
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DWH依存から脱却し、AI活
用に資するデータレイクハウスを
整備する
ここから、真のデータ活用をすすめるべく日本企業が
整備するべき要素を１つずつ見ていこう。まず1つ目
は、データファブリックアーキテクチャの構成要素とな
るデータレイクハウスである。

データレイクハウスアーキテクチャの獲得

①データレイクテクノロジーの登場

先に述べたように、現在の日本企業で主流になっ
ているデータ基盤のほとんどは、業務システムなどが
生成する構造化データの扱いを得意とするDWHの
整備が先行しているが、企業がBig Dataをもとに
データ活用していくためにはDWHでは実現できない
幾つかの課題が顕在化してきている。

主な課題の1つ目は、従来のDWHでは、実は大量
データの取り扱いが困難であることが挙げられる。
従来のDWHは、オンプレミス環境に物理的なスト
レージを配置して実現することがほどんどであり、スト
レージサイズ変更に対する柔軟性が無いことが課題
となる。例えば、過去1年間としていた分析対象の
データを3年にしたいという要望や、新規に構築され
たデータを分析対象に加えるといった、初期設計時
以降に追加される要望への対応は、極めて困難な
ものとなる。また、主な課題の2つ目に、分析対象
のデータが限定されることが挙げられる。DWHはあら
かじめデータの設計が必要となるため、別システムで
発生する新たなデータを格納することや、画像や動
画、音声というような規則性を持たない非構造デー
タを扱うことが出来ない。これらの課題解決のため、
「低コストで柔軟な容量を確保すること」と、「事前
設計不要ですぐにデータ保存開始すること」が可能
なテクノロジーが必要となってきた。

ここで登場したのがデータレイクという仕組みである。
データレイクという概念は、Pentaho社（オープンソー
スBIツールベンダー）のCTOのJames Dixon氏が、
2010年10月New Yorkで開催されたHadoop 
Worldで、ビッグデータを整理するための新しい概念
として、「データレイク」ということを提唱したことが最
初と言われている
（https://jamesdixon.wordpress.com/2010/1
0/14/pentaho-hadoop-and-data-lakes/）。

データレイクの実装手法は各ITベンダやクラウドベン
ダにより様々あり、データレイク製品と呼ばれるソ
リューションは玉石混交となりつつあるが、データ活
用のために重要となる技術的なポイントを2つ挙げ
ておく。

1つ目は、規模にかかわらず、すべての構造化データ
及び非構造化データを保存できるデータリポジトリ
を実現できることである。従来のリレーショナルデータ
ベースやDWHは、データの分析や利用に合わせては
じめからデータ構造を定義しておき、そのデータ構造
に合わせた形でデータを加工や変換してからデータを
保持するという「スキーマオンライト」の考え方で構築
される。これに対して、データレイクは、構造化データ
も非構造化データもそのままの形（生データの形）
で保存しておくことができる仕組みを実現する。デー
タを格納する際に、そのデータに事前定義されたス
キーマは無く、データを読み込むときにはじめてスキー
マ定義に合うかどうかを検証するという「スキーマオン
リード」という仕組みにより、すべての構造化データ
及び非構造化データを保存できるデータリポジトリ
を実現する。

2つ目は、API連携できるストレージ機能であることで
ある。データレイクは生データを保持できる仕組みで
あることが求められるが、全てのデータをフラットテキ
ストファイル化した上で保管する単純な物理スト
レージのみでは実現できない。「スキーマオンリード」と
いう考え方において、データ蓄積とデータ分析処理
を分離した上で、ダッシュボード、ビッグデータ処理、
機械学習など、さまざまな処理とAPIにてデータの中
身を連携できる、クラウドネイティブなストレージ機能
を用いて実現される。

これらの機能は、主にAmazon Web Services、
Microsoft Azure、Google Cloudの3大ハイパース
ケーラー・クラウドサービスにおいて、それぞれ、
Amazon Simple Storage Service(S3)、Azure Blob 
Storage、 Google Cloud Storage(GCS)というオブ
ジェクトストレージサービスを中心として実現されるよ
うになった。これらのサービスは、先に述べた「低コス
トで柔軟な容量を確保すること」と、「事前設計不
要ですぐにデータ保存開始すること」が可能であり、
構造化データであるCSVファイル、半構造化データで
あるJSONやXMLファイルに加えて、動画、音声など
の非構造化データも格納可能であるため、企業の
データプラットフォームとして導入することが広まり始
めている。

②データレイクの階層構造

データレイクの概念が登場した当初は、生データを
生成されたままの形で格納するという使い方をする
ことから、データソースごとに文字コードや改行コード、
日時の表現形式がシステムごとにバラバラとなり、
分析に使用するために都度形式を揃える処理が
必要とされ、分析作業の速度・効率が上がらない
といった課題があがってきた。しかし、データレイクが
登場してから10年を経る中で、このような課題に対
する方策の検討が進み、データレイクに格納した
データを段階的に処理を施して内部的に複数の階
層に分けて処理する構造がベストプラクティスとして
定着してきた。各階層の役割について、次に示して
おく。

• 第1階層（収集レイヤ）・・・様々なデータソー
スからデータを収集するためのハブ機能やアダプ
ター機能を保持する階層

• 第2階層（蓄積レイヤ）・・・様々なデータソー
スから収集した生データをそのままの形で保存し
ておく階層

• 第3階層（一次処理・加工レイヤ）・・・すぐに
検索が実行できるための変換処理を行う階層
（例：⻄暦・和暦など表示形式変更、Null
値の変換、大文字⼩文字の統一、テーブルの
結合、大量のファイルのパーティショニング、ファ
イルフォーマットの変換など）

• 第4階層（活用・分析レイヤ）・・・BIツールや
レポートサービス、機械学習サービスと連携し、
データ活用を行うための階層

図3：データレイクの階層構造
External Data source

OnPremise

Internal Data source

収集レイヤ 蓄積レイヤ 一次処理・
加工レイヤ

活用・
分析レイヤ

データソースか
らデータを収集
するためのハブ
機能やアダプ
ター機能

収集した生
データをそのま
まの形で保存

分析実行でき
るための変換
処理

BIツールやレ
ポートサービ
ス、機械学習
サービス

https://jamesdixon.wordpress.com/2010/10/14/pentaho-hadoop-and-data-lakes/
https://jamesdixon.wordpress.com/2010/10/14/pentaho-hadoop-and-data-lakes/
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③モダンデータアーキテクチャ（データレイクハウス）

データレイクを扱うようになった企業においても、デー
タアーキテクチャにおける現状の課題として、業務シ
ステムなどが生成する構造化データの扱いを得意と
するDWHの整備と、大規模かつ非構造データ活用
のためのデータレイクの整備が分断管理されているこ
とが挙げられる。この状況は、AI活用の足かせと
なっている。DWHに保存される過去の蓄積データを
元にAI分析をしたり、データレイクに保存される鮮度
の高い多種多様なデータをもとにAI分析したりする
ことが想定されるが、本来的には多角的なデータを
元に価値創出することが目的となるため、利用する
データは構造化／非構造化を問わず用いるべきで
あるが、DWHとデータレイクの分断により、それが困
難となっているのだ。
ここで、近年脚光を浴びてきているのが、DWHとデー
タレイクの両方のいいとこ取りをした「レイクハウス」と
いうサービス・製品である。DWHの分析力と、データ
レイクの拡張性の両方を持ち合わせた新しい仕組
みであり、定型／非定型など多種多様なデータを
格納できる他、高度分析サービスとAPIによる連携
を強化したものとなっている（図4参照）。
データレイクハウスにおいては、全てのデータを1つの
データストアに集約管理することを目的とせず、デー
タレイク、DWH、リレーショナルDB、NoSQLなどの非
リレーショナルDB、機械学習など目的に応じたデー
タストアに分散配置した上で連携させ、全体として
スケーラブルでセキュアでデータプラットフォームを実現
するものとなる。

データスワンプ化するのを防ぐた
めに、データガバナンスの共通
基盤を整備する
データ活用をすすめるべく日本企業が整備するべき
要素の2つ目は、データガバナンス基盤である。

データガバナンス基盤の整備

データレイクは構造化データや非構造化データといっ
た形式を問わず、あらゆる情報をそのままの状態で
保持できることが最大のメリットとなるが、データが
無秩序に保管された状態（データスワンプ＝データ
の沼）となってしまい、情報がどこにあるのか把握し
きれなくなるリスクが有る。各部門がそれぞれのルー
ルでデータを保存してしまうなどにより、企業全体と
してデータスワンプに陥ることのないよう、統制（ガバ
ナンス）を実現する仕組みが必要となる。

データガバナンスというと、一般的には、全てのデータ
を一箇所に集めて中央集権管理をすることで実現
しようとする考え方が取られがちだが、これはオンプ
レミス時代の考え方であり、クラウドベースのデータレ
イクハウスにはそぐわない考え方となる。データレイク
ハウスアーキテクチャにおけるデータガバナンスに関す
るベストプラクティスは、すべてのデータそのものを一
元管理するのではなく、データの意味定義を一元
管理する事を目的とし、4つの機能で実現される
（図5参照）。

①データパイプライン管理

1つ目がデータパイプライン管理である。これは、ソー
スシステムからデータを移動し、要件に基づいてデー
タを変換し、ターゲットシステムにデータを格納するた
めに必要な手順を実装するための機能である。従
来、システム間のデータ連携について個々のシステム
間で1対1でファイルにてデータ転送する仕組みとす

ることが多いが、これでは開発対象や管理対象が
膨大になってしまう他、どのソースシステムからター
ゲットシステムへデータを移動し格納しているかにつ
いて、全体を把握することが困難となってしまう。
データパイプライン管理を共通基盤として整備するこ
とで、全体のデータ連携に対する管理統制を実現
し、データリネージ（データの作成から現在に至るま
での全履歴）を追跡可能にする。

②データカタログ管理

2つ目がデータカタログ管理である。データカタログは、
組織内のデータに関する情報を集約し、一元化し
て管理するためのデータの索引である。実態データそ
のものを管理するのではなく、組織内のデータについ
て、データの種類、属性、取得方法、更新頻度な
どを文書化し、管理することで、図書館における索
引管理と同様に、どんなデータがどこにあるかを容
易に検索・参照できるようにし、どういう時にどのデー
タソースを用いればよいかを判断可能とする。

データカタログとして管理するべき情報は大きく3つに
大別される。1つ目は技術的メタデータという情報で、
DBやテーブルのスキーマ、テーブル、列、ファイル名、
レポート名などが含まれる。2つ目は、ビジネスメタ
データという情報で、業務や事業における分類、使
用適性、評価などをコメントとして記述するものであ
る。3つ目がオペレーショナルメタデータという情報で、
更新タイミングや、データアクセスの詳細などを含む。

データカタログを管理するという概念は昔からあった
ものの、企業全体のデータカタログをマニュアルで作
成管理することは時間とコストがとても掛かるもので
あった。しかし、機械学習の発達により、既存システ
ムのテーブル情報をディスカバリ機能にて収集したり、
データパイプライン管理と合わせてデータカタログの整
備が高精度で自動化できるようになるなど、技術
の進歩により、ビジネスで実用可能なレベルで実現
できるようになった。

データレイクアーキテクチャ

データレイクハウスアーキテクチャ

Data source

データレイク
(ストレージ)

BI/Report

Data source

データレイク
(ストレージ)

BI/Report

DataCatalog

noSQL
DWH

ML

図4：データレイクハウスアーキテクチャ

 ソースシステムからデータを移動し、要件
に基づいてデータを変換し、ターゲットシ
ステムにデータを格納する

 データの作成から現在に至るまでの全履
歴を追跡可能にする

データパイプライン管理

 組織内のデータに関する情報を集約し、
一元化してデータの索引として管理する

 どんなデータがどこにあるかを容易に検索・
参照可能とする

データカタログ管理

マスタデータ管理

データクオリティ管理

 複数の業務・システム横断で共通的に
扱うマスタデータを管理する

 異なるマスタデータの値の関連付けをし
たり、複数のシステムで唯一の正本と
なる値にマスタデータを統一する

 完全性、適合性、関連性、一貫性、重複
度などの観点からデータ品質を確保する

 AI等を用いてデータやコード値の名寄候補を
自動的にリストアップしたりデータのクレンジ
ングを可能とする

図5：データガバナンス基盤に求められる仕組み



8

③マスタデータ管理

マスタデータとは、業務で扱う基本データを指し、例
えば顧客マスタや製品マスタなど様々な種類があ
る。多くの企業において、部署ごとのシステムでデー
タを管理しており、本来同一であるべきデータが異
なるシステムで異なるデータの持ち方となっているこ
とが多く、全貌を正しく把握することが難しかった
り、企業全体としてマスタデータに一貫性がないこと
により、データ活用の作業効率が悪くなり生産性の
低下につながる。マスターデータ管理（MDM：
Master Data Management）機能にて、複数シス
テム間で異なるマスタデータの値の関連付けをした
り、複数のシステムで唯一の正本となる値にマスタ
データを統一することで、企業内に散乱していたデー
タを統合し、精度の高いデータ活用につなげること
を可能とする。

④データクオリティ管理

データ活用だけでなく、業務においてデータを扱う際
に、データの統合や移動でエラーが発生したり、不
正確なデータが含まれていることがある。例えば、顧
客データのレコードにおいて、顧客IDカラムが空欄に
なっていてNot Null制約に違反するといったことや、
電話番号カラムにおいてハイフンの有無や桁数など
フォーマットの異なるデータが含まれることや、会社
名カラムにおいて同一の会社にもかかわらず「株式
会社」と「（株）」という表記が混在しているなどで
ある。データ品質を確保するためには、完全性、適
合性、関連性、一貫性、重複度などの観点から
課題の内容を正確に把握し、各課題に応じたクレ
ンジングを行う必要がある。しかし、データ品質は高
ければ良いというわけではなく、品質を高めればそ
れに伴いコストも高くなることに留意し、データ品質
基準、コストのバランスをとる必要がある。

クラウド上のデータ分散管理に
対するセキュリティと運用性能
向上
データ活用をすすめるべく日本企業が整備するべき
要素の3つ目は、クラウド上での分散管理の仕組
みを用いた、セキュアでスケーラブルなデータレイクハ
ウスである。

クラウド分散管理の仕組みの整備

①データ境界ガードレール

データレイクに格納されたデータには、個人情報や
業務上の機密情報など、すべてのユーザに自由に
アクセスさせてはならないデータが含まれる場合が多
い。このため、データレイクへのアクセスには、適切な
権限を適用し管理することが求められる。ここで重
要となるのが、ガードレールという概念である。ガード
レールとは、企業内のクラウドプラットフォーム活用に
際して厳しい制限を設けるという考え方ではなく、
自由な利活用を推奨しつつ望ましくない利用のみ
を制限あるいは検知できるようにし、開発のアジリ
ティを損なうことなくガバナンスをコントロールするとい
う考え方である。ガードレールはセキュリティの基本的
な考え方に基づき、予防的ガードレールと発見的
ガードレールの 2 つに分類される。予防的ガードレー
ルとは組織として実施して欲しくない操作をあらかじ
め制限しておくものであり、発見的ガードレールは、
予防的なガードレールで完全には対応できないリス
クやケースバイケースで判断する必要があるリスクに
対して検出し、可視化するものとなる。

データレイク構築で求められることは、信頼できるア
イデンティティのみが、期待されるネットワークから信
頼できるリソースにアクセスすることを確実にするデー
タ境界(Data Perimeter) のガードレールである。デー
タ境界を確立するためのガードレール設定は主に3
種類挙げられる。

• リソースポリシー ・・・アクセスされるリソース側に
て、どのような時に、どのリソースに、どのようなア
クションを、誰に実行される事が可能かを設定
する

• NWエンドポイントポリシー ・・・どのサービスにど
のNW経由でアクセス許可するかを設定する

• サービス制御ポリシー ・・・組織（OU：
Organization Unit）単位でどの環境（管理
単位）にアクセス可能とするかを設定する

②管理単位と分散管理の仕組み

ここで、ハイパースケーラークラウド特有の考え方とな
る“管理単位”について述べておく。クラウドコンピュー
ティングサービスを利用するにあたり、最も基本的な
検討項目は「管理単位」と呼ばれ、 AWSではアカ
ウント、Azureではサブスクリプション、Google Cloud
ではプロジェクトと呼ばれる。「管理単位」は、マルチ
テナント管理を実現する上で不可欠となる仕組み
で、ハイパースケーラーの仮想化技術を用いて、IPア
ドレス体系や仮想ネットワーク設計などのネットワー
ク、アクセスポリシーなどのセキュリティ、サービスレベ
ルと運用・監視、クラウドプロバイダからの請求単位
について完全に分離される仕組みとなっている。こ
の仕組みにより、オンプレミスでは分離できなかっ
た、ひとつのDC内における「IPアドレス体系や仮想
ネットワーク設計などのネットワーク、アクセスポリ
シーなどのセキュリティ、サービスレベルと運用・監
視」を完全に分離して管理でき、セキュリティと運用
性の向上が期待できる。

企業全体としては１つの管理単位にシステムを複
数構築するのではなく、システムごとに異なるサービ
スレベルやセキュリティ、ガバナンスを混在させないよ
うにする。まず、共通要素となる基礎構成や最低
限遵守すべきガバナンスルールを自動的に適用させ
るランディングゾーンを用いた共通管理の仕組みを
構築する。そして、「統合管理・監視」から管理単
位を個々のシステムへ払い出し、どのシステムでも
共通的に使う管理要素はクラウド管理者で一括
で適用し、一定のガバナンスが効いた状態でクラウ
ド利用を実現する（図6 参照）。

共通管理機能

管理単位
ネットワーク セキュリティ

運用・監視 請求

個々の
システム

管理単位
ネットワーク セキュリティ

運用・監視 請求

個々の
システム

管理単位
ネットワーク セキュリティ

運用・監視 請求

個々の
システム

権限 ログ 監査 共通NW統合管理

図6：管理単位とクラウド分散管理の仕組み
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③セキュアでスケーラブルなデータレイクハウス

データレイクハウスは、データレイクを実現する高度な
ストレージサービスを中心としつつ、各種データ分析
（DWH、BI、機械学習など）を行うためのサービス
を用いて、データ活用を実現する仕組みである。ここ
で気をつけるべきことは、データ活用者は、データレイ
ク上のデータを直接参照することはほとんどなく、
データ分析サービスを用いてデータ活用を行うという
ことである。このため、データレイクハウスを構成する
各サービス間でのデータの移動が発生することになる。

• 1つ目は、データレイクに蓄積されたデータを目
的に応じた分析サービスに移動する“内から外
への移動”

• 2つ目は、分析サービスで生成したデータを一元
的にデータレイクで保存するために移動する“外
から内への移動”

• 3つ目は、各種分析サービス間で直接データを
移動する“サービス間の移動”である

これらの複数サービス間のデータ移動を加味しなが
ら先に述べたデータ境界を実現しつつ、様々な分
析を高速に処理していくというセキュアでスケーラブ
ルなデータレイクハウスを実現するための最新のベス
トプラクティスは、ハイパースケーラークラウドの技術を
ベースにして、データ境界を実現した上で、オンデマ
ンドで処理能力を変更し「必要な時だけ必要な処
理能力を得る」仕組みで実現することである（図7 
参照）。

データ境界の実現については、どのデータにアクセス
してよいかを“管理単位”ごとに分け、その“管理単
位”の中で分析サービスを構築し、データレイクを保
持している“管理単位”へアクセスさせるアーキテク
チャとすることである。直接どのユーザがどのレコード
にアクセスしてよいかという制御を精密に管理してい
くことは非現実的であることから、実際にデータを蓄
積するデータレイクを保有する“管理単位”に対して、
分析サービスを保有するどの“管理単位”のどのサー
ビスからアクセスを許可するかという考え方でデータ
境界を実現することが望ましい。

また、データレイクについては、たとえばグループ企業
内や取引先などとデータレイクのデータを相互に活
用し合う、という利用形態に発展することが想定さ
れる。ケースによっては、 AWSのデータレイク上のデー
タを、Azureで動作している別のデータレイクのデータ
として共有するといったことも想定される。この際、オ
ンプレミスのDWHにおいてよく取られがちな手法とな
る、共有のためにデータを転送し、受け取り側でデー
タを再ロードする手間をかけること無く、データの相
互共有を実現することが望ましいが、データがハイ
パースケーラークラウド上にあれば、各サービスのAPI
連携によりデータ移動を実現することが可能となる。
このような巨大なデータの相互交換を実施し、その
データ分析に対する処理性能を上げるためにも、ハ
イパースケーラークラウド上でのスケーラブルなサービス
を用いることが不可欠となる。

データプラットフォームとデータマ
ネジメント体制の整備を両輪
として進めることでデータ利活
用を進める
データマネジメント組織の整備

①データマネジメントの定義（DMBOK2より）

データを「経営戦略を決定する上での重要な資産」
と捉え、意思決定のために常時利用可能な状態
とするためには、仕組みとしてのデータプラットフォー
ムを整備してデータをただ収集するだけでは、データ
の価値を発揮することは出来ない。データ本来の資
産価値を見出すためには、適切な管理・運用を行
う「データマネジメント」が必要となる。DAMA 
International（国際データマネジメント協会）が発
行している「データマネジメント知識体系ガイド第二
版（DMBOK2）」によると、データマネジメントは次
のように定義されている。

• データとインフォメーションという資産の価値を提
供し、管理し、守り、高めるために、それらのライ
フサイクルを通して計画、方針、スケジュール、手
順などを開発、実施、監督すること。（『データマ
ネジメント知識体系ガイド第二版
（DMBOK2）』,DAMA International,日経BP
社,2018,p.40）

つまり、データを登録・更新・活用することからそれら
の業務を遂行するために必要な活動のすべてを含
むものとしてデータマネジメントが定義されている。

DMBOK2では、広範なデータマネジメントにかかる概
念を11個の領域に分解して整理されているので、
以下にリストアップして紹介する。
1.データガバナンス・・・データマネジメントを統制する
ための活動

2.データアーキテクチャ・・・データ活用の目的と、デー
タとビジネスの紐づけにかかる戦略と計画策定

3.データモデリングとデザイン・・・データ要件を洗出
し、データ間の関連定義を行う活動

4.データストレージとオペレーション・・・データ基盤に
ついて構築・運用する活動

5.データセキュリティ・・・データアクセスに対する権限
管理を行う活動

6.データ統合と相互運用性・・・各システムやデータ
ストア間のデータ連携・統合を行う活動

7.ドキュメントとコンテンツ管理・・・各種データのライ
フサイクル管理を行う活動

8.参照データとマスタデータ・・・組織横断で一貫し
たマスタデータを維持管理する活動

9. DWHとBI・・・データ蓄積・分析に必要な技術環
境を構築し維持する活動

10.メタデータ管理・・・データソースのメタデータやその
業務用途等のカタログの維持管理を行う活動

11.データ品質・・・データ品質統制の標準や仕様を
定義し品質レベルの管理を行う活動

NoSQL

DWH
ML

Spark

BI

DataCatalog, Access Control

図7：セキュアでスケーラブルなデータレイクハウス

External Data source
OnPremise

データレイク
(ストレージ)

データレイク
(ストレージ)マルチクラウド

Internal Data source
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②データマネジメント体制

データ活用に向けた取り組みを進めるために特に必
要となるのがデータマネジメント体制の整備である。
データ基盤があればあとは自発的に業務部門や事
業部門のユーザが自発的にデータ活用を進めていく、
ということは実際には期待できないため、ITやデジタ
ル部門と、業務部門・事業部門の双方を巻き込
んだ、全社横断的なデータマネジメント体制とする
ことが必要となる。このデータマネジメント体制にお
いては、新しい価値提供やビジネス貢献につながる
ためのデータ利活用とデータ品質維持を牽引するこ
とが求められる。

DMBOK2の11領域のうち、データ基盤の構築や運
用にかかるような取組みやデータモデリングなどは、
ある程度IT部門中心に進めることはできるかもしれ
ないが、データの意味や中身に関係してくる、マスタ
データ、メタデータ（カタログ）、データ品質などにつ
いては、IT部門だけで進めようとすると早晩行き詰
まり、データの主観部門となる業務部門・事業部
門を巻き込んだ取り組みとしておくことが不可欠と
なる。

データマネジメント体制において求められる具体的
な検討事項としては、データ活用の目的定義や、
事業部門向けのデータ活用シナリオの検討の他、
活用対象とするデータの明確化やデータカタログの
整備、データ活用に関する管理方針の策定が挙げ
られる。また、長期的に組織におけるデータ活用の
取り組みを浸透させていくために、ポリシーへの準拠
状況のモニタリングや、データ利用に関するトレーニ
ングの企画・実施も行っていくことが望ましい。データ
基盤を用いてデータ活用を行うことを全社に広げて
いくには、社員の意識への働き方も求められ、社員
の意識や文化の変革に踏み込んだ取組みも必要
となる。

このようなデータマネジメント体制については、発足
当初はバーチャル組織としてスタートしつつ、いずれ
は実組織化を考える事が望ましい。

データマネジメント体制については、役割を整備し、
チームとして全社のデータ活用を支援・推進していく
ことが成功の鍵となる。必要となる7つの役割につ
いて次に示しておく。
1. チーフデータオフィサー：データ活用の戦略策

定、意思決定、理解浸透を牽引する
2. データマネジメントオフィス：戦略立案や実

行、データ活用にかかる社内教育の企画や、
関係部署との調整を行う

3. データスチュワード：データカタログや品質管理
や、部門横断でのマスタデータの管理を行う

4. データオーナ：自部門の保有する個々のデー
タの所有者として、対象データの品質担保を
行う

5. データアナリスト：業務上の意思決定に向
けたデータ分析や活用を行う（セルフBIの
利用を含む）

6. データサイエンティスト：データを活用した研
究／高度なデータ分析や、データアナリスト
の支援を行う

7. データプラットフォームアーキテクト：データ活用
にかかる共通基盤の整備を行う

③データ活用プロセスと役割

データ活用プロセスについては、一番最初のプロセス
として「戦略・計画策定」を行った後、「データ基盤
の構築」フェーズと、「データ連携・蓄積」フェーズ、そ
して「データ分析」フェーズに大別できる。それぞれの
フェーズでどの役割がどのようなことをするべきかにつ
いて、以下に述べておく。

「データ基盤の構築」フェーズでは、全社的なデータ
活用戦略や計画策定を行う。この取組みは、❶
チーフデータオフィサーと、❷データマネジメントオフィス
を中心に実施するものとなる。並行して、事業部ご
とのデータ活用戦略や計画策定を行う場合は、必
要に応じて❶❷のサポートの元、基本的には事業
部における❹データオーナが中心となり定義する。

「データ基盤の構築」フェーズでは、データレイクや、
分析用のDWHやデータマートの作成を行う。この取
組みでは、データ基盤などのプラットフォーム構築は
❼データプラットフォームアーキテクトを中心に進めつ
つ、どのようなDWHやデータマートが必要かというデー
タの項目設計については、事業部門側の❺データ
アナリストや高度の専門家となる❻データサイエン
ティストが検討する。

「データ連携・蓄積」フェーズでは、既存システムから
データレイクへデータ連携を行いつつ、マスタデータの
管理、データカタログの登録、連携元のデータの品
質向上の取り組みを進める。個々のシステムにおけ
るマスタデータ管理や品質向上は、原則としては既
存システム側にて事業部の❹データオーナにて実施
し、全社としてのデータカタログやマスタデータの管理
方針、並びに整備がきちんと進んでいるかの管理
把握については、❸データスチュワードが対応する。

「データ分析」フェーズにおいては、データレイクに集
まったデータに対して各種データ分析サービスを用い
てデータの抽出や分析を行う。個々のデータ分析の
目的に応じてどのようなデータ分析サービスを用いる
かについての検討は主に❺データアナリストや❻デー
タサイエンティストで実施し、データ境界に基づき必
要なデータ分析サービスを整備するのは、❷データマ
ネジメントオフィスとともに❼データプラットフォーム
アーキテクトにて実施する。❺データアナリストからの
要請に基づいて、どのようなデータがどのシステムに
保持されているかやデータレイクのどのエンティティと
して保持されているかについてのカタログ情報の提
供については、❸データスチュワードで実施するもの
とする。

データ活用基盤データプラット
フォームアーキテクト

データサイエンティスト

チーフデータ
オフィサー

戦略・
意思決定

データマネジメント
オフィス

報告・上申

事業部

データオーナ

データ
アナリスト

事業部

データオーナ

データ
アナリスト

事業部

データオーナ

データ
アナリスト

高度分析の
依頼 支援

データ
スチュワード

品質改善施策/
カタログの提供統制・推進

自部門のデータの
品質担保

セルフBI利用

連携

図8：データマネジメント体制イメージ
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※デジタルトランスフォーメーションを指す用語として、デロイト トーマツ グループでは、デジタルを導入することを主目的とした変革(DX)ではなく、デジタルを
道具として駆使し、ビジネス自体を根本的に変革していくBusiness Transformation with digital = “dX”であると定義しています。
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データ活用を実現するためには、
ビジョン、アーキテクチャ、ガバナ
ンスの三位一体となった取り
組みが不可欠となる

まとめ

データ活用に向けては、データ基盤があればすべて
解決とはならない。データ活用の号令のもとにデータ
レイクのような器だけを用意した結果、データ活用が
全く進まないという事例は枚挙に暇がない。データ
活用に実現のためには、全社としてのビジョンに加
えて、どのようなデータプラットフォームを構えるかとい
うアーキテクチャと、全体の統制をどう効かせるかと
いうガバナンスの3つの領域が合わさってデータマネジ
メントを確立することで、その歩みを進めることが可
能となる。

しかし、ビジョン、アーキテクチャ、ガバナンスの検討を
進めるに当たり、多くの企業が陥りがちな課題があ
る。1つ目は、事業部の視点を取り込まずに事業

部の協業体制が得られないこと。2つ目に、業務や
事業部門のデータ分析要件の整理がなされるまで
検討が始まらないこと。3つ目は、業務や事業を取
り巻く環境変化に加えて、テクノロジー進化の激し
いクラウドデータレイクハウステクノロジーを用いる事
が不可欠の中で、検討そのものから構築まで外部
のSIerに丸投げしてしまうこと。4つ目に、ビジネス、
アプリ、データ、クラウドプラットフォームにまたがる幅
広な知見を持ち、全体のビジョン、アーキテクチャ、
ガバナンスの三位一体の整合を取りながら進められ
る有識者が社内に不在であることなどがあげられる。

デロイトトーマツでは、日本企業がこれらの課題に
陥ることの無いよう、構想策定から、データレイクハ
ウスの構築、企業内にこれらを手の内化するための
データマネジメント体制の組成まで、End to Endで
支援するサービスを提供している。最初の6ヶ月で将
来に向けたビジョンの明確化と、アーキテクチャとガ
バナンスの青写真を描き、実行計画まで落とし込
みを行い、実行フェーズについても成熟度と進捗度
に応じて柔軟に伴走をしていくことが可能である。

特に、効果的にデータ活用を進めるためには、「構
想初期フェーズからの事業部の巻き込み」、「プラッ
トフォームファーストでスモールスタートしながらデータ
基盤の整備」、「データ活用にかかるアーキテクチャと
ガバナンスの手の内化」、「全体目線を持ったアーキ
テクトの参画」が不可欠となる。これらの４つのアプ
ローチを取り入れることで、絵に描いた餅に陥らない、
実現性のあるデータ活用へ導くことを可能とする。

全ての検討を自組織のリソースだけで行うことは現
実的ではなく、外部リソースの活用も視野に入れて
検討することも良いと考えられる。外部の支援サー
ビスを用いつつ、それらを手の内化することを見据え、
外部業者に丸投げするのではなく、伴走してもらう
中でそのノウハウを自組織に貯めながら、推進して
いくことが重要である。迅速性・柔軟性を兼ね備え
たアーキテクチャを手にし、デジタル時代を勝ち抜く
ために、必要な取り組みを推進していただきたい。
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